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序　　　　　文

パラグァイ共和国は、国家開発プログラムに基づいて、産業基盤の整備と産業構造の多様化、人

的資源開発を推進していますが、南米共同市場（メルコスール）の発足に伴い、近隣諸国から電気・

電子製品の輸入が進むにつれて、中堅技術者の著しい不足が目立ってきました。このため同国政

府は、司法労働省職業訓練局（SNPP）に職業能力促進センターを新設して電気・電子技術分野の

中堅技術者育成を急ぎたいとして、我が国にプロジェクト方式技術協力を要請してきました。

これを受けて国際協力事業団は 1996 年 6 月から事前、長期両調査を重ねてきましたが、今般は

1997 年（平成 9 年）7 月 2 日から同 15 日まで、当事業団社会開発協力部計画課 海保誠治課長を団

長とする実施協議調査団を現地に派遣しました。同調査団はパラグァイ側関係当局と討議議事録

（R ／D）の署名を取り交わして、同年 9 月 20 日から 5 年間にわたる「パラグァイ職業能力促進セ

ンター」プロジェクトが実施されることになりました。

本報告書は同調査団の調査・協議結果を取りまとめたもので、今後のプロジェクト展開に広く

活用されることを願うものであります。

ここに、調査団の各位をはじめ、ご協力いただいた外務省、労働省、雇用促進事業団、在パラ

グァイ日本国大使館など、内外関係各機関の方々に深く謝意を表するとともに、今後とも一層の

ご支援を賜るよう、お願い申し上げる次第であります。

　平成 9 年 8 月

国 際 協力事業団　　

理事　佐　藤　　清　　
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1．実施協議調査団の派遣

1 － 1　調査団派遣の経緯と目的

パラグァイは、水力発電による売電収入と農牧林業など一次産品の輸出が外貨収入の 90％を占

めている。近年農産物の国際価格が著しく低迷し、一方で工業製品の大部分を輸入に頼っている

ことから、貿易収支が赤字となっている。政府はその改善策として農産物加工の振興、繊維製品・

工業製品等の品質向上を図り、もって自国製品の輸出振興をめざしているが、自国企業の技術水

準が低く、貿易収支を改善するほどの成果は得られていない。

このような状況の下で 1995 年、同国の加盟した南米共同市場（メルコスール）において加盟国

は 2006 年までに域内関税を撤廃する方針が決定され、同国としてもその対応策として外資導入に

よる工業化の推進、国営企業の民営化など経済の建て直しと活性化を図っている。そのため工場

の新設や老朽化した設備の更新に必要とされる電気・電子関連技術分野の専門技術者の需要が高

まっている。

同国政府は、こうした産業界のニーズに応えるべく、司法労働省職業訓練局（SNPP）に職業能

力促進センターを新設し、電気・電子技術分野の在職労働者の向上訓練及び職業訓練指導員を対

象とした再訓練を行い、今後更に高度化、多様化する技術に対応すべく、同分野で豊富な経験を

有する我が国に対し、プロジェクト方式技術協力を要請してきた。

これに対し我が国は 1996 年 6 月に事前調査を、続いて 1996 年 11 月に長期調査を実施して、電

気、電子、制御、冷凍空調 4 分野の技術者訓練を行うプロジェクトマスタープラン（案）を作成し、

協力内容の大枠につきパラグァイ側と合意した。
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1 － 2　調査団の構成

分　　野 氏　名　及　び　所　属

総括
LEADER

海保　誠治
国際協力事業団　社会開発協力部　計画課長
MR SEIJI KAIHO
DIRECTOR, PLANNING DIVISION, SOCIAL DEVELOPMENT
COOPERATION DEPARTMENT, JAPAN INTERNATIONAL
COOPERATION AGENCY

訓練管理
TRAINING
PLANNING

田中　正晴
労働省　職業能力開発局　海外協力課　課長補佐
MR MASAHARU TANAKA
DEPUTY DIRECTOR, OVERSEAS COOPERATION DIVISION,
HUMAN RESOURCES DEVELOPMENT BUREAU, MINISTRY OF
LABOUR

電気・電子・制御
ELECTRIC,
ELECTRONIC
AND CONTROL
TECHNOLOGY

佐藤　昭宏
雇用促進事業団　職業能力開発指導部　指導役
MR AKIHIRO SATO
TRAINING ADVISOR, HUMAN RESOURCES DEVELOPMENT
GUIDANCE DEPARTMENT, EMPLOYMENT PROMOTION
CORPORATION

冷凍空調
REFRIGERATION
AND
AIR CONDITIONING

富松　三男
関東職業能力開発促進センター　指導二課　講師
MR MITSUO TOMIMATSU
LECTURER, SECOND DIRECTION DIVISION, KANTO
POLYTECHNIC CENTER

協力企画
COOPERATION
PLANNING

内海　稔郎
国際協力事業団　社会開発協力部　社会開発協力第二課職員
MR TOSIRO UTSUMI
STAFF, SECOND TECHNICAL COOPERATION DIVISION,
SOCIAL DEVELOPMENT COOPERATION DEPARTMENT, JICA
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（4）審議会

審議会議長 Abog. Adan A. Rios

審議委員（企画庁代表） Lic. Agr. Anibal T. Fanego

（5）職業訓練局（SNPP）

局長 Sr. Edgardo Villalba Peceira.

総務部長 Lic. Luis Ayala

訓練部長 Lic. Ruben Rios

技術部長 Ing. Hugo Stumpfs

経理部長 Lic. Victor Garay

臨時センター長 Ing. Juan Calos Gutierrez

日本人専門家（個別） 三好孝平

（6）在パラグァイ日本国大使館

大使 佐々木高久

書記官 中井智昭

（7）JICA パラグァイ事務所

所長 榎下信徹

次長 室沢智史

次長補佐 笠間孚彦

所員 尾崎洋二
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2．要　　　約

当実施協議調査団は「パラグァイ職業能力促進センター」プロジェクトのパラグァイ側実施機関

である司法労働省職業訓練局（SNPP）などの関係者と、日本側の協力計画及びパラグァイ側の実

施体制について協議した。その結果は討議議事録（Record of Discussions: R ／ D）及びミニッツ

（Minutes of Meeting: M ／ M）に取りまとめて、司法労働大臣と調査団長との間で署名を取り交

わした。主な協議結果は次のとおりである。

（1）協力期間：事前調査で合意したとおり、協力期間を 5 年間とし、協力開始は 1997 年 9 月 20

日からとすることで合意した。

（2）協力分野：事前調査の合意どおり、電気、電子、制御、冷凍空調の 4 分野とした。

（3）長期専門家派遣：1997 年 9 月から 10 月にリーダー、業務調整、訓練管理、冷凍空調各分野

の専門家 4 名を派遣し、電気、電子、制御各分野の専門家 3 名は1998 年 4 月ごろ派遣する。な

お、訓練管理の専門家は、協力開始から 3 年間の派遣とし、それ以降はリーダーが兼務するこ

とで合意した。

（4）日本研修：毎年 3 名程度、日本研修に受け入れることで合意した。平成 9 年度の日本研修予

定者は、訓練管理、制御、冷凍空調各分野 1 名ずつ、計 3 名である。

（5）供与機材：具体的な機材名や供与時期の明文化は避けたが、基本的には長期調査における機

材リストに留意しつつ、JICA の予算の範囲内で3 年間に分割して供与することで合意した。な

お、機材リストのうちいくつかの機材については、パラグァイ産業界のニーズ及び訓練需要

を考慮して、供与するかどうかを判断することとした。

（6）訓練計画：訓練コースは 4 分野で 132 モジュールにのぼり、新設コースは 80 を超える。訓

練コースの開始時期は 1998 年 10 月で合意した。

（7）実施体制：職業訓練局（SNPP）局長が全般的な管理責任を負い、職業能力促進センター（SPP-

PJ）センター長が実施上の責任をもつ。

（8）建物改修：本プロジェクトで使用する 4 訓練棟のうち、第 1 棟（1 階電子分野、2 階制御分

野）の増改築は計画どおりほぼ終了し、第 3 棟（冷凍空調分野）が 1998 年 8 月までに改修を終

える見込みだが、第 2 棟（共通）及び第 4 棟（電気分野）は予算難で改修計画実施が難しく、パ

ラグァイ側の修正案を受け入れざるを得ない。本館については、専門家執務室の改修を長期

専門家が着任する 1997 年 9 月中旬までに終了することで合意した。

（9）カウンターパートの確保：技術移転の対象となるカウンターパートは、訓練管理 2 名、電気

分野 4 名、電子分野 4 名、制御分野 5 名、冷凍空調分野 4 名の計 19 名が既に任命されている。
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なお、本調査におけるワスモシ大統領や司法労働大臣との会見は、パラグァイ国内のテレビや

新聞に何度も報道され、プロジェクトに対する期待の大きさが感じられた。これはまた、同国民

に広く我が国の技術協力をアピールする機会となった。
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3．討議議事録の交渉経緯

（1）実施体制の概要

1）予　算

職業訓練局（SNPP）局長の書簡によると1997 年度（パラグァイの会計年度：1 月～12 月）の

SNPP 予算は約 189 億グァラニ（約 9 億 4,500 万円）、うち職業能力促進センター（SPP-PJ）予

算は 17 億 4,000 万グァラニであった。1998 年度の SPP-PJ の要求額は 14 億 8,300 万グァラニ

だが財政事情は厳しく、満額確保できるかどうかは不明である。

2）カウンターパート

電気、電子、制御分野のカウンターパートは SPP-PJ の設置場所であるサンロレンソ職業訓

練センターの指導員から選任することになっているが、日本研修を経験した者も多く、基本的

な資質に問題ないことを確認した。

（2）両国政府間の協力

1）マスタープラン

日本側案をパラグァイ側と協議・検討し、R ／ D の ANNEX Ⅰで合意した。

2）暫定実施計画（TSI）

TSI を作成し、ミニッツⅧ 1．（ANNEX 2）で合意した。

3）プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）

大筋は長期調査で合意されていたが、本調査で目的、活動内容を再確認のうえ技術移転項目

をパラグァイ側と協議して、ミニッツⅧ 2．（ANNEX 3）で合意した。訓練コースは日本人専

門家とカウンターパートの間で内容を検討して詰めることを確認した。

（3）日本政府のとるべき措置

1）専門家派遣

R ／ D ANNEX Ⅱで確認した。

2）機材供与

既に供与された無償機材は、本プロジェクトで使用することを前提に、協力開始時点では地

方への移転を考慮しないことを口頭確認するとともに、ミニッツⅦ 1．で、協力開始後移転す

る場合は両国政府で協議することを確認した。
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（4）パラグァイ政府のとるべき措置

建物の改修工程についてミニッツⅣ 1．で合意して、第 1 棟は 1997 年 7 月末、第 3 棟は同 8 月

末、第 4 棟は 1998 年 3 月末までに改修を完了し、本館の日本人執務室は 1997 年 9 月 20 日まで

に完成させる。第 2 棟 1 階の機械加工科、塗装科をプロジェクト開始時点には移設せず、機械

加工科、塗装科は当面移設しないことになった。2 階は講義室として改修せずに使用する。長期

調査時に考えられた図書室及び食堂のスペースがとれないが、プロジェクト実施には支障がな

いことを確認した。

（5）合同委員会

委員会は最低年 1 回開催することが重要と説明し、プロジェクトの年度実施計画を作成する

こと、それに基づいて技術協力の進捗状況を再検討し、問題点について再検討及び意見交換す

ることで合意した。
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4．プロジェクト実施上の留意点

4 － 1　訓 練 計 画

協力の対象となる訓練コースは、ミニッツの添付書 1 に示すパラグァイ側からの提案によると、

既存の電気、電子関連の基礎的モジュールにて、本プロジェクトで高度なモジュールを含む電気

コース、電子コースを加え、更に新規に制御コース、冷凍空調コースを設置し、合わせて 132 モ

ジュールの向上訓練を実施する計画である。これらのうち、新設コースのモジュール数は 80 を超

え、冷凍空調だけでも 44 モジュールの計画となっている（表 4 － 1）。各コースのモジュールをパ

ラグァイ国の実際のニーズに合致させるためには、さらに、カウンターパートを含むパラグァイ

側関係者と日本人専門家が産業界のニーズの現状を調査・協議したうえで、訓練コース開始まで

に最終的な実施モジュールを決定することが必要であるとの共通認識を得た。

なお、訓練コース開始時期は、1998 年 10 月で合意した。

表 4 － 1　訓練コース

　　　　　　　　　　　　　　既設モジュール　　新設モジュール　　計

電気分野 25 18 43

電子分野 16 8 24

制御分野 8 13 21

冷凍空調分野 0 44 44

　　計 49 83 132

また、訓練管理については、能力開発に必要な指導技法及びコース開発の方法等を中心に組織

的計画的にカウンターパートに技術移転を行う。

4 － 2　パラグァイ側の実施体制

（1）実施体制

職業訓練局（SNPP）局長が、全般的な管理責任を負う。職業能力促進センター（SPP-PJ）の

センター長は、実施上の責任をもつ。職業訓練局における本プロジェクト（SPP-PJ）の位置づ

けは、職業訓練局の支部機関と同格の扱いとなる予定である。

また、下記の建物改修計画修正により、職業訓練局（SNPP）西部支局サンロレンソ校の一

部（機械加工科、塗装科）が、現在の施設に当面の間残ることとなった。なお、機械加工、塗

装は、プロジェクト協力外であることを確認した。
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（2）建物改修

建物改修工事については、本プロジェクトで使用する 4 つの訓練棟のうち、第 1 棟（1 階電

子分野、2 階制御分野）の増改築は、計画どおりほぼ終了しており、第 3 棟（冷凍空調分野）が

1997 年 8 月までに計画どおり改修を終える見込みである。一方、第 2 棟（共通）及び第 4 棟

（電気分野）は、予算の確保が難しいため長期調査時の改修計画が困難となった。

そこで、プロジェクトの実施に支障を来さない範囲でパラグァイ側の建物改修修正案を受

け入れた。その内容は、第 2 棟を改修せず 2 階の教室を各分野共通座学教室として使用し、1

階は、機械加工科、塗装科をそのまま残すこととした。なお、1 階の改修の原案は、食堂、図

書室、多目的ホールの予定であった。また、第4 棟は、パラグァイ側1998 年度（1 月～ 12 月）

予算も改修費に使えるようにするため、1998 年 3 月までに改修を終了することで合意した。

また、本館については、専門家執務室の改修を長期専門家着任時期の 1997 年 9 月中旬まで

に終了することで合意した。

（3）既存コースの移転状況

プロジェクトサイトは、職業訓練局（SNPP）西部支局サンロレンソ校として電気、電子、木

工、機械加工、塗装等の訓練コースが実施されており、電気、電子については、基礎的モジュー

ルとして本プロジェクトに組み込まれる。他のコースについては、順次移転する予定であっ

た。しかし、上記の建物改修状況により機械加工、塗装は、当分の間残すこととなったが、プ

ロジェクト実施には支障がないこと及び本プロジェクトの協力の範囲外であることを双方が

確認した。

（4）カウンターパートの確保

技術移転の対象となるカウンターパートの確保は、訓練管理 2 名、電気分野 4 名、電子分野

4 名、制御分野 5 名、冷凍空調分野 4 名の計 19 名が既に任命されている。

（5）プロジェクト運営予算

本プロジェクトの予算は、1998 年度（1 月～ 12 月）として 1,482 百万グァラニ（約 72 百万

円）を予定している。

職業訓練局（SNPP）予算の原資としては、国内企業から労働者人件費の 1％を職業訓練の

ために拠出させている。予算の承認については、一般会計と同様に大蔵省及び国会の承認が

必要である。しかし、職業訓練局長の説明によると現在法律改正の準備をしており、国会の

承認を得られれば執行手続き等が大幅に簡素化されて、大蔵省の承認なしに実施できること

になるので、SNPP 及びプロジェクトが、迅速に効率よく機能することが期待される。
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（6）供与されている無償機材の地方移転

パラグァイ側は、既に供与されている無償機材を地方の訓練施設に移転する計画をもって

いる。しかし、日本側は、プロジェクト開始時に地方訓練施設に指導できる指導員がいない

こと及び機材を管理できる状況にないことから、無償機材の移転については今後、パラグァ

イ側と日本側で協議することで合意した。

（7）指導員の再訓練

指導員再訓練の対象は、職業訓練局傘下の支局やセンターの指導員のみではなく、他省庁

及び工業連盟関係の各協会の指導員もその対象とすることで合意した。
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5．現在の訓練状況

現在のサンロレンソ校は在職者訓練主体であることから、夜間が圧倒的に活況を呈しており、中

年若年・男女様々な人々が受講していた。指導教官は、総じて若い。同校は、学卒の指導教官を

最も多く配置している訓練校であり、カウンターパート日本研修を経験した指導教官も数名いて、

英語での日本人専門家とのコミュニケーションに問題はないと思われる。
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6．そ　　の　　他

本調査におけるワスモシ大統領や司法労働大臣との会見は、パラグァイ国内のテレビや新聞に

何度も報道され、パラグァイ国への職業訓練技術協力に対する期待の大きさを感じさせられた。ま

た、この機会を通じて、広く同国の国民の間に、我が国の技術協力が伝えられる結果となった。
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　　　　　　　　　　資料 5.  　職業訓練局の予算及びプロジェクト予算

　　　　　　　　　　資料 6.  　プロジェクトサイトの建物レイアウト

　　　　　　　　　　資料 7.  　プロジェクトサイトの改修前レイアウト

　　　　　　　　　　資料 8.  　建物改修工程及び改修費
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